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男女共同参画に関する市民意識調査 結果概要 

平成 27年６月 政策局 

１ 調査目的 

  市民の誰もがいきいきと豊かに暮らしていくため、男女が互いに人権を尊重し、社会の対等な

構成員として、それぞれの個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の形成を目指して、

横浜市では、平成 13 年に横浜市男女共同参画推進条例を制定し、条例の目的を達成するために

取り組むべき施策を行動計画としてまとめ、取組みを進めている。

  本調査は、市民の男女共同参画、性暴力・配偶者等からの暴力に関する意識、実態等の現状及

びその推移を明らかにすることで、横浜市における男女共同参画推進における課題を把握し、次

期男女共同参画行動計画の策定における基礎資料として活用するとともに、男女共同参画施策を

さらに推進するために実施した。

２ 調査概要 

(１)調査対象 横浜市内在住の満 18 歳以上の男女 5,000 人（うち外国籍市民 100 人）

(２)抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出

(３)調査方法 郵送配布・郵送回収法

(４)調査期間 平成 26 年 10月４日～10 月 24日

(５)回収結果 有効回答者数 1,462 人（うち外国籍市民 13 人）、有効回答率 29.2％

３ 回答者の属性 

（１）性別

男性が 600人（41.0％）、女性が 834人（57.0％）となっている。
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４ 調査結果概要 

 

男女共同参画社会についての認知度は、進んでいる 

（１）男女共同参画社会についての認知度（問１）  

   男女共同参画社会について「知っている」割合は、約８割。うち、内容も知っているのは、

約４割強。 
 前回調査（平成 21年度）と比べ、５ポイント程度増加している。 

 

 

 

 
 
 
 
 【参考】前回調査（平成 21 年度） 
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 仕事と家庭生活等との両立を希望しているが、 
現実はどちらか一方を優先している 

 

（７）生活の中での各活動の優先度の理想と現実（問 14、問 15）  

   生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活（地域活動・学習・趣味・付き合い

等）」の優先度の希望と現実をたずねたところ、希望としては、男性で仕事と家庭生活の複数

活動を優先したいが高くなっていて、女性では家庭生活を優先したいとの希望が高く、次に、

仕事と家庭生活の複数活動を優先したいとの希望が高くなっている。 

現実には、男性では仕事を優先し、女性では希望と同じく家庭生活を優先している割合が高

くなっている。 
 

①「仕事」を優先したい／している 

②「家庭生活」を優先したい／している 

③「地域・個人の生活」を優先したい／している 

④「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい／している 

⑤「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先したい／している 

⑥「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい／している 

⑦「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい／している 

⑧ わからない 

 

 

 

 























 24 

女性に対する暴力として、身体以外への暴力についての認識は低い 

（13）女性に対する暴力と思われる行為（問 26） 

   配偶者やパートナー間で行われるそれぞれの行為が、暴力にあたると思うかをたずねたとこ

ろ、身体的暴力や性的暴力では、「どんな場合でも暴力にあたると思う」割合が高くなってい

るが、その他（精神的・経済的など）の暴力では、身体的・性的暴力に比べ、「刃物などを突

きつけて、おどす」（85.2％）、「暴れて、家具や建具などを壊す」（67.4％）、「壁などに物を投

げつける」（54.2％）などを除き、暴力であるとの認識が低くなっている。 
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横浜市 DV 相談支援センターの認知度は、約２割 

（14）配偶者やパートナーからの暴力についての相談窓口の認知度（問 28） 
知っている窓口として最も多かったのは「警察」で、全体の約７割（67.8％）が回

答している。「横浜市 DV 相談支援センター」の認知度は、約２割（17.4％）で、「神

奈川県配偶者暴力相談支援センター」の認知度は、１割弱（7.6％）であった。 
また、「相談できる窓口は知らない」と回答した人が約２割（20.3％）となっている。 

 

 
 ※ 横浜市ＤＶ相談支援センターは、平成 23年９月１日に開設しているため、 

前回調査に選択肢はない。 

 
















